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４．１６ ポルトガル                      

   曹 勇 
 
 
（１）遺伝資源の保護に関する法制度 

 
ポルトガルの産業財産法(以下，特許法という。)は，遺伝資源の出所開示を義務づ

けていないが，固有植物材料法令(Decree-Law No. 118/2002 of 20 April)において遺伝

資源を保護している。この法令の第 2 条(1)に，「知的財産権による保護品種を除き，

種の多様性と遺伝資源を保護する」と明示している。 
また，ポルトガル特許法第 63 条は，ブダペスト条約に係わる発明について，規定

している。 
 
ア）固有植物材料法令での遺伝資源の保護 

ポルトガルは，遺伝資源とその利用から生じる利益の公正かつ衡平な配分(ABS)
を規定した生物多様性条約に基づく固有植物材料法令(Decree-Law No. 118/2002 
of 20 April)を制定している。この法令の目的は，以下のとおりである。 
・植物，農業に係る生物多様性の保護とその持続可能な利用に関連する伝統的生

活実態を有するローカル・コミュニティ，農民団体の習俗並びに知識，発明の

保存と維持を認め，このような知識の保有者とともに，より広い適用性を促進

すること 
・国家と次世代の人類の遺産として，その保護を奨励し，寄与すること 
・現在あるいは潜在的な利益を有する原産の植物材料を農業，森林と景観への移

転に対し，法の保全保護を促進すること 
 
イ）ブダペスト条約に基づく特許法における出所開示 

    ポルトガル特許法は，実施可能要件として，第 63 条(1)，(7)に，生物学的材料全

般について国際寄託機関に寄託して，発明に使用される「生物学的材料」の特徴及

び公認の寄託機関の受託番号を明細書に開示することを求めている。また寄託機関

に再寄託される場合は，同一であることを証明する寄託者により署名された陳述書

を添えなければならないと規定している。この条文から，「生物学的材料」は，ブダ

ペスト条約に基づく定義であることが理解される。 
 
ウ）固有植物材料法令における遺伝資源の保護に関する条文 
 
＜固有植物材料法令 Decree-Law No. 118/2002 of 20 April＞(筆者仮訳) 
第 2 条(適用範囲) 

(1)この法令は，知的所有権によって保護される種あるいは保護の付与が未決定である
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事例を除き，現在あるいは潜在的利益を有する固有種とその他の自然発生の植物種

の固有材料に対して，前記材料の遺伝的な構成に限らず，農業，林業あるいは造園

の活動における保護を提供するものとする。 
(2)第 4 条と第 15 条を対応する目的で，種は，農業省の技術会議，農業遺伝資源に係

る農業開発省と水産省，水産養殖省(CoTeRGAPA)が認知した後，農業省，農業開

発省と水産省の担当大臣と，環境省，土地の計画管理に係る穀物保護総局(DGPC)
の担当大臣の共同命令によって，特定される。 

  (以下省略) 
 
第 3 条(伝統的知識) 

(1)伝統的な知識は，固有種又はその他の固有の原産材料における商業あるいは産業上

の利用と，文化あるいは精神的な伝の集合体をなすどちらの一方の結合あるいは単

体に係るすべての無形の要素から構成される。この法令の適用範囲は，一般的に農

業，食物と産業活動における方法，プロセス，製品と呼称の使用方法(限定されるも

のではない)を含み，固有種とその他の自然発生の固有材料の使用，保存，伝統工芸，

商業とサービスである。 
(2)伝統的知識は，模造品，商業あるいは工業上的使用若しくはその両方に対し，以下

の要件が満たされる限り，保護されるものとする。 
(a)植物遺伝資源登録局(Register of Plant Genetic Resources (RRGV)に登録した伝

統的な知識の説明が確認されること 
(b)上記の説明は，第三者により，その伝統的な知識の再生あるいは利用の可能性を

考慮して，伝統的な知識の所有者と同一の実施結果が得られること 
 (3)伝統的な知識の所有者は，秘密にしておくことを選ぶ場合，第 12 条「既存の知識

の公開，又は第三者が不当の手段により種を取得したとき，その保護された登録よ

って，確認することができる」の規定により，登録公報の公開の制限が提供される。 
 (4)申請された伝統的な知識の登録は，産業活動において使われなかった，又は公衆あ

るいはその知識由来のローカル・コミュニティに知られていなかった場合，その所

有者に以下の権利を与える： 
(i)商業的な目的で，認可されていない第三者による直接的又は間接的な複製，模造

や使用への異議申し立て 
(Ⅱ)伝統的な知識に関する譲渡，移転と許諾の権利(相続の移転を含む) 
(Ⅱi)登録した特定の産業所有権の適用範囲から，伝統的知識の保護を除外する 

(5)この法令第 9 条により，伝統的な知識を登録する権利がある。 
(6)伝統的知識の登録は，申請から 50 年間有効，また同一の期間内の再開を認める。 
(7)第 7 条，第 9~10 条，第 12~14 の規定は，伝統的な知識を準用する。 

 
第 4 条(植物材料の登録) 

(1)この法令の範囲内に示す植物材料は，第 2 条(1)(2)の規定により，RRGV で登録し

て，DGPC ナションナルセンターに保護，保存される。 
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(2)農業省，農業開発省と水産省の担当大臣令により，登録された植物材料の名称と安

全の状態の説明をしなければならない。  
(3)登録に係る植物材料の説明は，この法律を適用した公認の説明に基づく。 
(4)パラグラフ(1)に記載の材料の登録によって，第 7 条の規定に基づき，伝統的知識所

有者に利用から生じる利益の配分の権利を付与する。 
(5)CoTeRGAPA が認知した後，登録証書は，農業省，農業開発省と水産省と，環境省，

土地の計画管理に係る穀物保護総局(DGPC)の共同命令に従い，DGPC 局長によっ

て付与される。 
(6)特定の植物材料の登録は，植物遺伝資源登録局(RRGV)とそのナションナル・セン

ター(LNRGV)を含み，付与の責任を負う。 
 
第 7 条(アクセスと利益配分) 

(1)研究，探究，改善あるいは生物工学的応用の目的で，第 2 条(1)(2)に記載の植物材

料の遺伝子へアクセスは，事前にCoTeRGAPA の認可，登録の所有者の認知を受け

なければならない。 
(2)産業，バイオテクノロジーの目的で，第 2 条(1)(2)に記載の植物材料若しくはその

一部の使用は，これらの原材料を含むどちらの一方の直接若しくは間接の利用にお

いて，事前にCoTeRGAPA による認可，環境省と土地管理局の承認，また登録の所

有者の認知を受けなければならない。 
(3)種の絶滅を防ぐための特定の規制は，農業省，農業開発省と水産省の担当大臣と，

環境省，土地管理局の担当大臣の共同命令による決定に従い，植物種の収集若しく

は植物そのものコレクションに関する問題について，地方あるいは国家レベルで提

供される。 
(4)上記パラグラフ(1)(2)の規定により，利用から生じる利益の公平な配分について，

登録の所有者と事前の契約が必要である。 
 
第 8 条(商品化) 
第 2 条(1)(2)に記載の材料に係る種子や植物繁殖の商業化を管理する規則は，経済産業

省，農業省，農業開発省と水産省の担当大臣と，環境省，土地管理局の共同命令の対象

となる。 
 
第 9 条(登録の申請) 

(1)第 4 条(1)に規定された植物材料を登録するための申請は，何人でも提出できる。公

的又は私的であれ，個人又は法人であれ，次の要件を満たす必要がある。 
(a)下記パラグラフ(2)の規定は，固有の種の存在が最も広く，或は最も自然発生の固

有材料の遺伝的変動性を有する地理的な地域での全体の利益を指す。 
(b)第 10 条(3)の規定に準拠する。 

(2)上記(1)(a)に記載の要件を満たすために，申請書は，パラグラフ(1)に記載の利益の

保護に関して，実体との適合性を確約することができる文書を通じて，承認された
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権限のある地方公的機関に提出しなければならない 
(3)上記権限のある地方公的機関は，地方農政局(DRA)の法定代表であるCoTeRGAPA

の認知，若しくは環境省所属の適格な機関又は野生の固有種に係る土地管理局に

よって，任命される。 
(4)パラグラフ(1)(b)の要件を満たす既存の証拠を示すため，申請者は，問題の植物材

料が保全される地域にあるDRA に承認される書類を提出しなければならない。 
 

第 10 条(登録所有者の権利と義務) 
(1)実態のある登録の所有は，第 7 条(1)(2)に規定される利用から生じる利益の一部を

受ける権利がある。 
(2)登録の所有者が認知した後，第 7 条(1)の規定に従い，承認された登録植物材料の提

供は，正式に認可される。 
(3)登録所有者は，登録された植物材料の元株(situ)の保存と，前記植物材料が公認の

説明(第 4 条(3))と矛盾しない保証について，義務を生じる。CoTeRGAPA の技術的

な事情により，前記義務の実施は，第三者に委任することができる。そのとき，RRGV
は，第三者を選択した目的と事実を所有者に通知しなければならない。 

(4)参考採取(the reference collection)あるいは既存材料の組換えを含む目的で，繁殖さ

れた材料の出所を特定するために，DGPC で特定した特徴との一致，又は第 4 条(3)
に基づく公認説明の確認が要請された場合，登録所有者は，参考採取に協力するす

べての責務を果たさなければならない。 
 
第 13 条(違反) 

(1)本法令の制限及び本法令第 7 条(1)(2)(3)の規定により，第 2 条(1)(2)に記載の植物若

しくはその一部で構成される植物材料の使用を違反し，さらに第 3 条に含まれる伝

統的知識に関する規定に侵害した場合，€100 から€2，500 罰金を科する。 
(2)過失の罰則。 
(3)法人の違反は，最高€30，000 の罰金を科する。 
(4)罰金からの収入は，DGPC(20%)，国家農業研究所(10%)と DRA 関係(10%)に割り

当てる。残りは，州政府のファンドに納入される。 
(5)DRA は，本条の規定に沿って，違反手続きを管理する正当な権限がある。また穀

物保護局長は，該当の罰金と付随的な制裁を課する正当な権限を持っている。 
 
第 14 条(付随的な制裁) 
 違反の深刻さ，又は侵害した当事者責任程度により，一般法に従い，罰金に加えて，

以下の付随的な制裁を課することができる：  
(a)侵害に相当する当事者の財産の喪失 
(b)公的又は公的機関の承認を必要とする職業や活動の禁止 
(c)見本市やマーケットに参入する権利の排除 
(d)公共事業の契約に関連する入札，請負又は公共競争の参加，商品やサービスの供給，
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公共的な演出又はその許認可に関する権利の排除 
(e)行政当局発行のライセンス若しくは事業設立認可の剥奪 
(f)公認，ライセンス又は許可の停止  

 
第 15 条(民事責任) 
前条に規定する罰金は，第 7 条及び第 10 条に基づいて，所有者が自分の権利につい

て，特に報酬や利益の配分に関する権利の主張を妨げない。 
 
第 17 条 規制 
 規制は，農業省，農業開発省，水産省及び環境省と土地管理局の共同命令に従って，

制定される本法令に基づいて，執行される。 
http://www.wipo.int/tk/en/legal_texts/laws_gr.jsp?code=PT 

 
エ）特許法における生物工学的発明に関する条文 
 

 
 
 
（２）遺伝資源の保護に関する法制度の運用 

 
ア）遺伝資源へのアクセス承認機関 

固有植物材料法令第 17 条の規定により，本法令は，農業省，農業開発省，水産

省及び環境省と土地管理局によって，執行される。 
    遺伝資源へのアクセスは，後記第 7 条(1)の規定に従い，事前に水産養殖省

＜産業財産法 2008 年 7 月 25 日法律No.143/2008＞ 
第 63 条 生物工学的発明 

(1) 発明が，公衆の利用に供されない生物学的材料に関係し，当該技術の熟練者が発

明を実施できるように特許出願において記述することができない場合，又はこのよ

うな種類の材料を使用することを必要とする場合は，明細書は，次のことを条件と

してのみ，特許取得の目的で十分なものとみなされる 
(a)当該生物学的材料が，特許出願日までに公認の寄託機関，例えば特許手続上の微

生物の寄託の国際的承認に関する 1977 年 4 月 28 日のブダペスト条約に基づ

いてこの資格を取得した国際寄託機関に寄託されていること。 
(b)提出時の出願に，寄託された生物学的材料の特徴に関して出願人に利用可能な関

連情報が記載されていること 
(c)寄託機関及び寄託された生物学的材料の受託番号が出願に記載されていること。 
（中略） 

(7)再寄託の際は，再寄託される生物学的材料が最初に寄託されたものと同一である

ことを証明する寄託者により署名された陳述書を添えなければならない。 
http://www.jpo.go.jp/cgi/link.cgi?url=/shiryou/s_sonota/fips/mokuji.htm 

http://www.wipo.int/tk/en/legal_texts/laws_gr.jsp?code=PT
http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/fips/mokuji.htm
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(CoTeRGAPA)による認可，環境省と土地管理局の承認，又は登録の所有者の認知

が必要である。 
   また，商品化に関しては，第 8 条に承認機関の対象を定めている。 
 
イ）承認を得るための条件 

   固有植物材料法令第 7，8 条の規定により，遺伝資源の利用から生じる利益の公平

な配分と商品化について，登録所有者の認知と事前の契約は必要であると定めている。 
 
ウ）固有植物材料登録の手続 
   第 9 条(2)(3)の規定に従い，申請者は，第 4 条(2)の規定に従い，申請書に植物材

料の名称と安全の状態についての説明を記載し，地方農政局(DRA)に申請する。第

16 条の規定により，登録のための所定の手数料を植物遺伝資源登録局(RRGV)又は

その下部組織 LNRGV に支払った後，植物遺伝資源登録局(Registo de Recursos 
Genéticos Vegetais (RRGV))とその下部組織ナショナルセンター(Lista Nacional 
de Registos de Recursos Genéticos VegetaisNational(LNRGV))で遺伝資源の登録

と保管を行う。登録証明書は，穀物保護総局(Direcção-Geral de Protecção das 
Culturas (DGPC))で発行される。 

 
エ）違反への措置・制裁 
   研究，探究，改善あるいは生物工学的応用，産業，バイオテクノロジーの利用に

よる種の絶滅を防ぐ目的で，第 13～15 条に登録の植物材料の使用についての違反

とそれに対する罰則と制裁の規定が定められている。 
 
 
（３）アクセス承認の実施・運用状況 
  
   登録所有者が固有植物材料の登録の情報を秘密にすること(固有植物材料法令第 3

条(3))を選ぶことができるため，実施・運用の状況について，文献を調査したが，現

段階では，関連資料を発見することができなかった。 
 
 
（４）企業等の実情と意見 
  

【関連資料発見できず。】 
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７．２ 出所開示要件の制度・運用・実施状況概括表 
 特許法 対象の発明 出所開示要件 開示のレベル 違反への措置 アクセス機関 

アンデス共同体 決定第 486

号 

 

遺伝資源又は加盟国のいずれ

かが原産地国であるものから

なる生産物から得られた，又は

発展したもの 

国家を代表する国の管轄当局

及び当事者との間で，アクセス

するための条件を定める契約。 

特許出願時にアクセス契約書

のコピーを添付 

アクセス契約書のコピーを提

出しないと，特許無効にされ

る。 

なし 

ペルー 同上 同上 同上 同上 同上 なし(設立予定) 

ボリビア 同上 同上 同上 同上 同上 環境省(MSDE) 

コロンビア 同上 同上 同上 利用契約書の登録番号を提出 同上 環境省 

エクアドル 同上 同上 同上 特許出願時にアクセス契約書

のコピーの添付 

同上 国家環境局 

ブラジル 決議 207 号 

2009 年 

遺伝を構成する要素の試料へ

のアクセスの結果として，その

目的が達成された発明 

特定の様式Ⅰに遺伝材料の出

所を記載し，該当する場合は，

対応するアクセス認可番号を

特許庁に報告しなければなら

ない。 

遺伝資源の原産国の開示 

ブラジルが原産国の場合は，適

正にアクセスされた証拠 

開示又はアクセス認可がない

場合は，特許無効にされる。 

違反行為又は不作為には，違反

のレベルに応じて，警告，罰金，

関連製品の没収，取引の停止，

特許の取り消しの行政措置が

行われる。 

遺伝資源管理委員会

(CGEN) 

コスタリカ なし 生物多様性の構成要素に関係

した革新に対して知的財産権

や産業財産権の保護を求める

もの(生物多様性法(No.7788)第

80 条) 

国家種苗局及び知的・産業財産

登記所は，委員会の技術事務局

に，事前に諮問することを義務

づけている。 

特許の保護を付与する前に，原

産地証明と PIC の存在が要求

される。 

技術事務局が特許出願に反対

する場合は，出願者に通知し，

30 日以内に回答を要求する。 

期間内に出願者が不履行の場

合は，罰金が科せられる。 

国家生物多様性管理委

員会(CONAGEBIO) 

パナマ なし 環境法 No.41 第 71 条及び施行 ・すべての書類あるいは採取し ・使用した遺伝・生物資源が掲 明らかではない。 環境庁(ANAM) 
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規則 No. 25 において，「遺伝・

生物資源又は材料が使用され

たすべての発明」と規定してい

る。 

た遺伝又は生物の資源に関す

る要約に，その遺伝資源の出所

又は起源を宣言する。 

・発明に使われる遺伝物質の出

所又は起源を証明書として開

示する。 

載されている全ての刊行物又

は一覧表 

・発明に使われる遺伝・生物資

源又は材料についての出所，又

は起源の証明書の提示 

ベネズエラ なし なし なし なし なし 環境・天然資源省の遺

伝資源アクセス委員会 

EU EU バイオ指

令の前文 

Recital 27 

動植物由来の生物材料又は発

明に当該材料を使用するもの 

原産地に係る情報を知ってい

るときは，必要に応じて，特許

出願にその情報を含める。 

なし 出所開示の有無等は，出願審査

及び付与された特許権の有効

性に影響を与えない。 

なし 

ベルギー 第 15 条 

第 1 項 

植物又は動物由来の生物材料

に基づく発明 

原産地を知っている場合には，

原産地に係る記載 

所定の様式に記載 なし なし 

デンマーク 施行規則 

第 3 条 

第 4 項 

植物又は動物の生物材料に関

係する発明又は使用する発明， 

又は遺伝資源の派生物に基づ

く発明 

出願人が認知している材料の

地理的な出所に関する情報 

開示形式に関して，出願人は自

由に記述すればよい。 

不知の場合は，この旨を出願書

類に記載する。 

出所開示がないことによって

特許権の有効性が損なわれる

ことはない。 

National Forest and 

Nature Agency 

(NFNA) 

ドイツ 第 34a 条 植物又は動物由来の生物材料

に基づく発明，又は発明に当該

材料を使用する発明 

原産地に係る情報を知ってい

るときは，特許出願にその情報

を含める。 

出願書類の所定の欄に記入 出願の審査又は特許権の有効

性は，影響を受けない。 

なし 

イタリア 法律第 78 号

第 5 条 

発明の基礎となる動物，植物由

来の生物材料，ヒト由来の生物

材料，微生物又は遺伝子組換え

1.動物又は植物由来の場合：動

物/植物の種，動物/植物の提供

国，並びにその他の情報 

左記 1.の場合：発明者又は出願

人により署名した宣言書 

左記 2.の場合：使用に同意した

出所の記載がない場合には産

業財産権の登録簿に注釈が施

される。 

なし 
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生物を含む生物材料 2.ヒト由来の場合：生物材料を

得た患者の事前の同意 

3.微生物又は遺伝子組換え生物

の場合：国内及び EU の法律に

基づいて生物材料を得たこと 

患者により署名された宣言書 

左記 3.の場合：国内及び EU の

法律に基づくことを述べる発

明者又は出願人により署名さ

れた宣言書 

ノルウェー 第 8 条 b 生物学的材料又は伝統的知識

に関係する発明 

生物学的材料，伝統的知識又は

供給国に関する情報 

供給国が原産国でない場合，原

産国の開示 

供給国の場合：供給国の情報，

又は使用に関する事前の同意 

原産国でない供給国の場合：原

産国の記載又は原産国の事前

の同意 

ヒト由来の場合：提供したヒト

がその材料の使用に関する同

意をしているか否かの開示 

情報開示義務は，特許出願の手

続や登録特許の権利の有効性

には影響を与えない 

開示義務不履行の場合には，罰

金又は 2 年未満の禁固刑が科

せられる。 

なし 

ポルトガル なし なし なし なし なし 農業開発省と水産省，

水産養殖省 

ルーマニア なし なし なし なし なし なし 

スウェーデン 特許法施行

令第 5 条 a 

植物又は動物を由来とする生

物材料に関する発明 

生物材料の地理的出所につい

ての情報 

出所が不知の場合，その旨の記

載(ヒトの遺伝資源を除く。) 

出願の手続や特許権の有効性

に影響を与えない。 

なし 

スイス 第 49a 条 遺伝資源に直接基づいている

発明 

遺伝資源を提供している国又

は伝統的知識の起源である先

住民又は地域社会を，出所情報

として開示することが必要 

原産国，遺伝資源提供国，遺伝

子データベース，動・植物園等

を含む。不知の場合は，その旨

を宣言する 

要件を満たさない，補正期間内

に補正しない場合は，出願を拒

絶する。不当の不知に関する宣

言は，10 万フランの罰金 

なし 

ニュージーランド なし なし なし なし なし なし 
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中国 第三次改正 

第 5(2)条，第

26(5)条 

遺伝資源に依存して完成した

発明 

出願書類への遺伝資源の直接

的由来と原始的由来の説明， 

原始的由来を説明できない場

合，その理由の陳述 

遺伝資源に依存していること

を願書に説明し，所定の様式に

記入しなくてはならない。 

開示義務不履行の場合は，拒絶

の理由となる。遺伝資源の不正

利用を伴う特許発明は，特許権

付与後の無効理由となる。 

所在地の省，自治区，

直轄市人民政府の牧畜

獣医行政主管部門 

インド なし 

 

生物多様性法(2003 年 N0.18) 

第 6 条に，「インド共和国で入

手した生物資源に関する任意

の研究又は情報に基づく発明」

と規定している。 

特許付与の前までに NBA から

の許可を得ること 

特許規則様式１において，特許

付与の前までに国家生物多様

性局からの許可を得ることを

宣言しなければならない。 

NBA の承認がない場合は，出

願することができない。様式１

の添付がない，又は不備などに

対して，補正の機会を与えても

対応しない場合は，出願を拒絶

することができる。 

国 家 生 物 多 様 性 局

(NBA) 

キルギス なし 伝統的知識の保護に関する共

和国法において，「伝統的知識

の使用によって創作された特

許発明」と規定している 

伝統的知識の由来を出願中に

開示し，公衆に伝統的な知識の

出所を示さなければならない。 

権限のある機関の登録，又は登

録された伝統的知識に名前が

記載された証明書の所有者と

の合意 

左記の合意がないと，伝統的知

識を使用する権利を受けるこ

とができない。 

キルギス知的財産庁 

伝統的知識審査部門 

フィリピン なし 共同省令第1号第26.1条(2005)

において，「生物種を収集する，

あるいはそれを商業化する主

体」と規定している。 

原産国の開示と生物資源探索

契約の提示 

先住民文化共同体/先住民の自

由意思に基づく事前の了解 

開示義務違反があった場合，特

許無効となる。 

罰則が科せられる違法行為が

リストアップされる。 

環境・天然資源省の下

にある「生物資源・遺

伝資源に関する省庁横

断的委員会」 

タイ なし なし なし なし なし 生物多様性局 

エジプト 知的財産法

第 13 条 

生物，植物，動物の産物，又は

伝統薬の知識，農業知識，工業

知識，手工業の知識，文化遺産

又は環境遺産に関係する発明 

国内法の規定に従い正当な方

法でその材料を取得した出所

を利用した旨の証明 

宣誓書の添付 宣誓書の添付がないと，出願が

存在していなかったものと見

なされる。 

なし 
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南アフリカ 補正第 20 号

(2005) 及 び

その施行規

則 

固有の生物又は遺伝資源や，固

有の生物又は遺伝資源の使用，

又は先住民社会を有する知識

の由来に関するする発明 

南アフリカの生物資源又は遺

伝資源又は伝統的知識若しく

はその使用に基づくか又は由

来するか否かの記載 

所定の様式に記載し，南アフリ

カへの特許出願日から 6ヶ月以

内に提出しなければならない。 

所定の様式の提出がない場合

は，出願が受理されない。 

所定の様式による虚偽の記載

があった場合は，特許を取り消

される。 

環境省 
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